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は し が き 
 

 

2006（平成 18）年度は、個人消費に弱さがみられたものの、企業の設備投資や海外需要

が好調なことから、我が国経済は緩やかながらも継続的な成長が続いた。中でも、国内設

備投資の増加により、産業機械業界は受注額が上向いており、業界としては一時期と比較

して景気の回復が感じられる年であった。 

2007（平成 19）年度は、前年度同様に、好調な設備投資や、底堅く推移する欧米経済と

発展の著しい中国を始めとするアジア地域がもたらす海外需要の堅調さに加え、個人消費

が上向いてくると見込まれる。よって、景気に悪影響を及ぼす資源価格や為替相場が大き

く変動しない限り、我が国全体としては引き続き経済成長が持続するという見方が強い。 

当社団法人日本産業機械工業会（以下、当工業会とする）は、国内外の経済状況を勘案し、

産業機械受注は前年度に引き続き増加傾向で推移すると予測した。その結果、2007（平成

19）年度の受注を対前年度比で、内需 102.0％、外需 102.4％、総合して 102.2％と見通し

た。 

本事業計画書において、各委員会は当工業会の基幹事業に関する活動を、また、各部会は

新技術・新製品の調査・研究・開発の推進、製品の安全・標準化、内外における新規需要

の発掘、海外メーカ及び海外機械業界との交流等を推進するため、各種の事業を計画した。 

全会員は一致協力してこの計画の達成に努め、各界の期待に応える所存であり、関係各

位のご理解とご支援をお願いする次第である。 
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（３）標準化の推進 

ア．JIS 規格への対応 

物流、巻上機関連 JIS の改正に向けた見直しを行う。 

イ．ISO・IEC（International Electrotechnical Commission）等国際規格への対応 
物流、巻上機関連 JIS について、国際規格への整合化及び適正化等の対応を図る。 

ａ．ISO/TC111 国際幹事国としての対応【巻上機】 

ｂ．ISO 国際規格の適正化活動【巻上機】 
ISO/TC111/SC1&SC3（巻上用リンクチェーン、フック及び附属品）に対し、関

連 JIS 規格を ISO 規格化するための調査研究（受託事業）を継続実施する。 
 

（４）海外動向調査の実施【物流】【昇降機】 

有望な新興市場である欧州、アジア地域を対象に、需要状況等を調査するための調

査団を派遣する。 

 
（５）「国際物流総合展 2008」開催への協力 

2008（平成 20）年 9 月 9 日（火）～12 日（金）に東京国際展示場（東京ビッグサ

イト）で実施する「国際物流総合展 2008／LOGIS-TECH TOKYO2008」の開催に向

け、主催団体の一員として協力する。 
 
（６）関係省庁及び関連団体との連携強化 

経済産業省等の関係省庁及び財団法人日本規格協会等の関連団体との連携強化を図

る。また、物流標準化懇話会（事務局：財団法人日本規格協会）へ参加する。 

 

（７）その他課題への取り組み 

ア．物流 

ａ．『物流システム機器ハンドブック』改訂版を作成する。 
ｂ．物流システムの高度化及び新規ニーズに係る勉強会等を行う。 

イ．巻上機 
輸入品の国内市場における動向について、情報収集・交換を行う。 

ウ．昇降機 
ａ．東京直下地震の昇降機被害予測手法に基づく実態分析を行う。 

ｂ．その他、昇降機産業の活性化に資する事業を検討する。 
 

（８）講演会の開催 

   今後の事業活動の参考に資するべく、講演会を開催する。 
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（９）当工業会 60 周年記念事業への協力 
2008（平成 20）年に当工業会が創立 60 周年を迎えるに当たり、『60 年のあゆみ』

の発行及びその他記念行事の開催準備に協力する。 
 
 

９．動力伝導装置部会 
2007（平成 19）年度は、引き続き国内外の設備投資が堅調で、当業界の需要環境は昨年

度並みに推移するものと予測している。 

このような状況下、部会の下に以下の委員会を組織し、次の事業を実施する。 

・減速機委員会 

 

（１）統計調査の実施 

   関係機械に関する生産、出荷等について統計調査を行い、産業動向を調査・分析す

る。 
 

（２）海外調査の実施 

海外に調査団を派遣し、主要市場国における動力伝導装置の技術動向、需要等を調

査する。本年度は、中国・アジアを対象とする。 

 
（３）国内外の規制等に関する調査研究 

国内外の規制等に関する調査研究・情報交換等を実施するとともに、業界対応を図

る。 
 
（４）講演会・見学会等の開催 

今後の事業活動の参考に資するべく、講演会、見学会、勉強会等を随時開催する。 
 

（５）当工業会 60 周年記念事業への協力 
2008（平成 20）年に当工業会が創立 60 周年を迎えるに当たり、『60 年のあゆみ』

の発行及びその他記念行事の開催準備に協力する。 
 
 

１０．製鉄機械部会 
2007（平成 19）年度は、国内では主要な需要先である鉄鋼業の設備投資が昨年度に続き

好調に推移すると予測され、海外でも引き続き BRICs を中心に鋼材需要の増加が見込まれ



－18－ 

ることから、製鉄機械の設備投資需要も増加が期待できる。 

 このような状況の下、部会の下に以下の委員会等を組織し、当部会では下記事業を実施

する。 

・幹事会 

・技術委員会 

 
（１）国内外の需要業界動向調査等の実施 

国内外の鉄鋼業界の将来動向等について情報収集、調査、分析等を行う。 
 
（２）統計調査の実施 

当部会関係機械に関する受注及び関連需要業界動向等について統計調査を行い、産

業動向を分析する。 
 
（３）輸出等に関わる国内外の規制についての調査 

輸出、省エネルギー、環境、安全等に関する国内外の規制等について調査する。 
 
（４）標準化の推進 

JIMS 改正の検討及び国際規格に関する情報収集等を実施する。 
 
（５）製鉄機械に関する将来技術の調査研究 

製鉄機械に関する将来技術について調査し、勉強会・見学会等を実施する。 
 
（６）情報収集の強化 

ビジネス情報の収集強化を図るため、独立行政法人日本貿易振興機構（以下、JETRO
とする）、社団法人日本鉄鋼連盟等関係先との連携を深める。 

 
（７）講演会・見学会等の実施 
   今後の事業活動の参考に資するべく、講演会・情報交換会等を実施するとともに、

関係先の見学会等を実施する。 
 
（８）当工業会 60 周年記念事業への協力 

2008（平成 20）年に当工業会が創立 60 周年を迎えるに当たり、『60 年のあゆみ』

の発行及びその他記念行事の開催準備に協力する。 
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１１．業務用洗濯機部会 
需要部門であるクリーニング業界の総売上高が近年伸び悩み、依然厳しい状況である。

しかし、労働面、衛生面での安全確保に加え、省エネルギー及び VOC 排出抑制といった環

境面での課題解決が急務となっていることから、業界成長と活性化に向けて部会の下に以

下の委員会等を組織し、次の活動を実施する。 
・業務用洗濯機定例部会 
・業務用洗濯機技術委員会 
・業務用洗濯機コインランドリー分科会 

 
（１）統計調査の実施 

関係機械に関する出荷等の統計調査を行い、産業動向等について調査、分析を行う。 
 
（２）調査研究の推進 

ア．環境、安全、衛生、省エネルギーをテーマに調査研究内容の検討を行う。  
イ．使用済みクリーニング機のリサイクル研究 

リサイクル法の改正に対応し、使用済みクリーニング機器の廃棄とリサイクルに

ついて調査研究を行う。 
 
（３）海外調査の実施 
  海外に調査員を派遣し、海外業務用洗濯機の技術動向、需要等の調査を行う。 
  ア．クリーン’07 の視察 
    2007（平成 19）年 6 月 11 日（月）～15 日（金）に、アメリカ・サンフランシス

コにおいて、現地施設調査及び業界との意見交換等を行うとともに、ホームクリー

ニングからコインランドリー、リネンサプライを包括的にカバーするクリーン’07 の

視察を行う。 
  イ．テックスケアアジア 2007 の視察 

2007（平成 19）年 9 月 18 日（火）～21 日（金）に、アジア地域を対象として中

国・上海で開催されるテックスケアアジア 2007 を視察し、関係者との意見交換等を

行う。 
 
（４）事故防止等ＰＲ活動の実施 

ア．事故防止検索システム（日本繊維製品クリーニング協議会）の利用促進を図る。 
  イ．コインランドリー業界の活性化に向けたイベント等を開催する。 
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（５）講演会・セミナー及び見学会の実施 
今後の事業活動の参考に資するべく、洗濯機関連の環境、安全、衛生、省エネルギー

に関する講演会等を実施する。また、自社の現状や問題点等を適切に把握できるよう、

同業種並びに他業種の施設等見学会を実施する。 
 
（６）関連団体等との協力 

ア．クリーニング業界の活性化に寄与するため、関連団体等との情報交換や機械メー

カからの情報収集を積極的に行う。 
イ．コインランドリー関係団体との積極的な情報交換を行い、クリーニング業界への

適切な情報提供等を行う。 
 
（７）全日本クリーニング関連業者大会の開催 

2007（平成 19）年 7 月 7 日（土）、神奈川県において「全日本クリーニング関連業

者大会」をクリーンライフ協会、全国クリーニング生活衛生同業組合連合会と共催す

る。 
 
（８）当工業会 60 周年記念事業への協力 

2008（平成 20）年に当工業会が創立 60 周年を迎えるに当たり、『60 年のあゆみ』

の発行及びその他記念行事の開催準備に協力する。 
 
 

１２．エンジニアリング部会 
プラント・エンジニアリング産業は、エネルギー・石油化学関連の大型プロジェクトの

受注により活況を呈しているが、機器・資材の高止まり傾向や納期の延長、サイトにおけ

る専門技術者や建機の確保、流動的な為替動向等、引き続き不透明な要因も内在している。 
一方、地球温暖化防止のための省エネルギー対策に加えて、エネルギー安全保障の観点

から、より一層のエネルギー効率の改善やエネルギー源の多様化が求められる中、プラン

ト・エンジニアリング産業への期待は大きなものとなっている。 
このような環境下にあることを踏まえ、プラント・エンジニアリング産業の目指すべき

方向、課題等について検討するとともに、部会の下に以下の委員会等を組織し、次の事業

を実施する。 
・企画委員会 
・新エネルギー・省エネルギー技術調査委員会 
・機械システムの安全安心を図る設計技術検討委員会（仮称） 
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（１）新エネルギー・省エネルギーへの取り組み 

国の政策、補助事業枠等を調査し、新エネルギー（水素、バイオマス等）利活用に

ついて当部会の事業テーマ化を図るための検討を行う。 
 

（２）PCI/LF 委員会への協力 
2005（平成 17）年度より事務局を日本機械輸出組合に移管して実施している PCI（プ

ラントコストインデックス）/LF（ロケーションファクター）委員会の調査研究に引き

続き協力する。 
 

（３）当工業会 60 周年記念事業への協力 
2008（平成 20）年に当工業会が創立 60 周年を迎えるに当たり、『60 年のあゆみ』

の発行及びその他記念行事の開催準備に協力する。 
 
 

１３．国際環境技術協力センター 
近年、環境問題は地球規模で拡大しており、この問題解決が重要な課題となっている。

これらの解決に向けて、世界的に高水準の技術と知見を有するわが国の果たす役割は大き

く、積極的な国際協力を期待されている。 
かかる状況を踏まえて、発展途上国等に対し環境技術の移転・普及及び情報交換等を行

い、これら諸国の環境保全に資するために、センターの下に以下の委員会等を組織し、次

の事業を実施する。 
・幹事会 
・日台環境技術交流推進委員会 
・中国環境技術交流推進委員会 
・ベトナム国際環境技術展推進委員会 
・環境技術研修等検討推進委員会 

 
（１）国際交流・情報収集事業 

ア．中国宜興環保科技工業園との交流 
    中国宜興環保科技工業園と専門家の交流、中国に適合した環境技術の検討、環境

情報の交換等を行い、日中の環境ビジネスの拡大に資する。 
    イ．海外環境関連機関との交流 

海外の行政担当者等と環境施策及び環境技術等について交流を行うとともに、新

しい環境ビジネスの創造に資するための情報を収集することにより、今後の環境技
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術協力とビジネス創出の可能性を模索する。 
 
（２）国際協力の推進及びビジネスチャンスの検討 

地球環境保全と持続可能な発展は、国を問わず共通的課題であることから、国際的

協調の下でパートナーシップの構築に向けて、国際環境協力を推進するとともに、そ

の過程においてわが国環境装置産業にとってのビジネスチャンスを探る。 
ア．タイ環境ビジネスマッチング事業 

タイにおける環境負荷低減に係わる支援及び日タイ間の環境ビジネス拡大に資す

るため、タイ政府、自治体、企業等の環境担当者と継続的な意見交換等を行うと共

に、わが国環境技術の PR 活動を推進する。 
イ．ベトナム環境ビジネスマッチング事業 

ベトナムにおける環境負荷低減に係わる支援及び日越間の環境ビジネス創出に資

するため、ベトナム政府、自治体、企業等の担当者と継続的な意見交換等を行うと

共に、わが国環境技術の PR 活動を推進する。 
ウ．台湾環境ビジネスの検討 

    台湾区環保設備工業同業公会との環境技術交流を行うため第 9 回日台環境技術交

流会を日本で開催し、環境技術の交流、環境ビジネス等の拡大、事業化等に関する

ミーティングを開催する。 
エ．中国環境ビジネスの検討 

中国国家発展改革委員会、中国環境保護産業協会等と両国の環境政策、環境技術

等に係わる情報交換を行うと共に、両国間における環境ビジネスチャンス等の検討

を行う。 
 

（３）最新環境技術の発信 
国連環境計画の活動支援機関である財団法人地球環境センターと共同で、会員の最

新環境技術情報をインターネットで世界に発信する。 
 
（４）海外環境政策動向等講演会の開催 

海外の環境規制・施策に関する講演会やセミナーを実施するとともに関連情報を収集

し、提供する。 
 
（５）当工業会 60 周年記念事業への協力 

2008（平成 20）年に当工業会が創立 60 周年を迎えるに当たり、『60 年のあゆみ』

の発行及びその他記念行事の開催準備に協力する。 
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１４．エコスラグ利用普及センター 
本センターでは、エコスラグ利用普及における課題の解決への取り組みを行うと共に、

地方自治体、国及び産業界の協調体制整備を図ることを目的に、センターの下に以下の委

員会等を組織し、下記の事業を推進する。 
・運営委員会   
・調査研究委員会 （企画･流通分科会、国土創造分科会、標準化整備分科会） 
・自治体連絡会 

 
（１）標準化の推進 

ア．「道路用溶融スラグの品質管理及び設計施工マニュアル」の普及とフォローアップ

を行う。 
イ．「港湾工事用エコスラグ利用手引書」の普及とフォローアップを行う。 

 
（２）調査研究事業の推進 

再生資源の利用拡大により循環型社会構築のための調査研究を行う。 
ア．自治体等との連携による先進的な循環利用ネットワークシステムの構築 
イ．産業廃棄物溶融スラグの利用促進 

 
（３）スラグ利用普及に関する情報の提供 

全国的なスラグの利用普及を図るため、地方自治体、国及び産業界で保有する個別

情報を調査、解析整理し、情報の共有化を図る。 
ア．年度報告書の発行 
ａ．生産状況、利用の現状と将来見通し、個別施策例の紹介、新たな提言等を年度

報告書として発行する。 
ｂ．全国溶融施設データ、スラグ品質データ等をデータ集とし報告書に記載する。 

イ．賛助会員（自治体）からの要望に応じて自治体独自の利用普及の体制作りを支援 
する。 

  ウ．グリーン購入法特定調達品目への位置づけのための情報発信を行う。 
 
（４）スラグに関する情報の発信 

スラグ利用普及に向け、スラグ利用の意義と有用性を一般に広めるために以下の活

動を行う。 
ア．賛助会員（自治体）への密な情報伝達のため、機関誌「自治体通信」を発行する。 
イ．自治体間の情報交換の場として、自治体連絡会を開催する。 
ウ．新聞、学会、研究会及び他機関誌への積極的な投稿やホームページを通じたメー



－24－ 

ルマガジンの発行などにより、スラグ情報を幅広く発信する。 
エ．エコスラグに関する JIS 及びマニュアルに関する説明会を実施し、内容理解と適

確運用の参考に資する。 
オ．各自治体向けの講演会及び専門委員会に委員を派遣する。 

 
（５）創立 60 周年記念行事への協力 

2008（平成 20）年に当工業会が創立 60 周年を迎えるに当たり、『60 年のあゆみ』

の発行及びその他記念行事の開催準備に協力する。 
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Ⅲ 委 員 会 
 

１．政策委員会 
当工業会活動のうち、理事会または幹部会（以下常任理事会という）へ上程すべき事項

及び理事会、常任理事会からの諮問事項につき調査、企画、審議にあたるほか、産業機械

工業の今後の方向付け等について検討する。 
 

（１）理事会及び常任理事会に上程すべき事項 
   以下の事項について審議・検討し、理事会及び常任理事会へ上程する。 

ア．産業機械の受注等月例統計 
イ．2008（平成 20）年度事業計画及び、2008（平成 20）年度予算 
ウ．2007（平成 19）年度事業報告及び、2007（平成 19）年度決算 
エ．2008（平成 20）年度産業機械の受注見通し 
オ．税制その他業界要望事項 

 
（２）小委員会等の活動 

税制及び法務関係事項について審議・検討を行い、政策委員会に報告する。 
 ア．税制小委員会 

2008（平成 20）年度税制改正に向け、会員企業等の要望をとりまとめ、当工業会

の要望原案を作成し、政策委員会へ上程する。 
また、税制等関連問題について適宜、講演会や勉強会を開催する。 

イ．法務問題検討委員会 
企業買収・売却に関わる法制の整備、企業再編に伴う公正取引問題、会社更生法

等の制度活用における問題点、特許等知的財産権の侵害等法的問題について、会員

企業及び産業機械業界の発展に支障が生じないよう、情報収集に努めるとともに、

PL 問題、PL 保険の運営について検討する。 
また、こうした問題に関しての情報交換、意見交換を行い、必要に応じて意見書

等を取りまとめ、政策委員会へ上程する。 
 

（３）取り組むべき課題等の検討 
産業機械工業は、高性能・高品質な機器の供給を通じて国内産業の競争力強化に貢

献すると共に、更なる市場の開拓を目指し、市場ニーズに応える顧客満足の高い製品

を供給する必要がある。 

また、地球温暖化防止等の環境への配慮や、機械安全の確保による産業事故の防止
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等、社会から求められる多くの要求に応えるとともに、当業界の更なる発展のために、

知的財産管理や企業再編に係わる企業法務の強化、若手技術者の育成による次世代へ

の技術の伝承等に取り組むことが重要である。 

一方、談合や不正取引等で社会的な信頼を損なうことは企業にとって大きな損失で

あり、産業界の一員として法令の遵守を含めた社会的責任を果たしていくことが重要

である。 

政策委員会はこうした認識の基、会員企業の円滑な事業経営のため、以下のような

事項について検討を行う。 
ア．国内外の経済動向及び当工業会の受注状況を把握するとともに、必要に応じて会

員企業の実情を調査し、産業機械業界として重要な課題についての有効な対策を取

りまとめ、適宜関係省庁との意見交換を行う。 
イ．製造業の発展に効果のある税制を検討し、税制改正に向けた方向付けをすると共

に、税制小委員会においてとりまとめた要望案を審議し、理事会に上程する。 
ウ．事業所や製造現場における災害情報等を把握し、事故再発防止や安全確保の為の

諸対策（リスク管理、労働安全衛生管理システム、設備管理等の調査研究等）等に

ついて検討を行う。 
エ．企業のグローバル化、組織の迅速な再編、事業活動の円滑化のために必要となる

法制・会計制度等の整備に関しての要望、提言を取りまとめる。 
オ．その他問題点について、必要に応じて各種調査を実施し、当工業会としての対応

を検討する。 
 
 

２．労務委員会 
企業収益の改善、設備投資の増加により、景気は回復方向に向かいつつあると言われ

ているが、賃上げ問題や少子･高齢化の進展に伴う年金問題等、労使を取巻く環境は依然

として厳しい状況が続いている。 

当委員会では、豊かな国民生活を維持すべく労使の協調を基盤とした労使対策の研究

及び推進を図るため、以下の諸事業を実施する。 

 
（１）労働・雇用状況等の調査 

会員の賃金交渉及び賞与・一時金交渉状況について、その経過を速報すると共に他

業種の状況を調査する。また、新規学卒者の採用等の雇用状況について、会員企業の

実情を調査し会員相互及び他業種との情報交換を行う。 
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（２）労働政策、行政の動向把握及び対策の検討 
   労働関係各種法令の改正及び制度に関する審議状況等について、その動向を把握し

対策を検討する。 
 
（３）講演会、見学会等の開催 

一般労働情勢、労務管理及び教育訓練等について講演会を開催するとともに、事業

所の見学会等を開催する。 

 
（４）関係省庁及び関連団体の行う諸事業への協力 

厚生労働省、社団法人日本経済団体連合会等の諸行事に積極的に参加するともに、

各種調査に協力する。 
 
 

３．貿易委員会 
二国間・多国間での経済連携協定（EPA）が活発化し、締結国間での関係が緊密化する

中、我が国は質の高い EPA を締結し、国際競争力を強化しつつ国内産業保持を進めなけれ

ばならない現状にある。 

また、リサイクル、排ガス、化学物質等世界に先駆けて環境規制を実施している EU 及

び中国等の独自規格・規制等の拡大等、海外市場環境の動向や世界の安全保障体制確立に

伴う今後の動きや強化しつつある輸出管理規制の動向については、注視し適切な対応をと

る必要がある。 

こうした動きの中、我が国産業機械業界が諸外国の同業界との相互理解と協調を推進し、

円滑な秩序ある貿易体制の構築、技術・産業協力等の国際交流を進めるための方策の探求

を主眼として、委員会の下に以下の WG を設け、次の事項を実施する。 

・貿易委員会輸出管理対策 WG 

 

（１）産業機械貿易振興事業 

ア．JETRO との共同事業として、ウィーン、シカゴの各ジェトロ・センターに産業機

械担当の駐在員を派遣し、各担当地域の産業機械に関する市場調査、各種情報収集、

引合・斡旋及び広報活動等を実施する。また、駐在員からの調査報告を取り纏め、

毎月『海外情報』を作成し、会員等関係者に配布する。 

イ．産業機械の海外市場拡大のための市場環境及びわが国政府の貿易政策及び関係諸

外国の貿易政策等の情報収集を行い、会員企業の海外活動を支援する。 
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（２）調査研究事業の推進 

ア．環境装置等に関する動向調査研究 

循環型社会構築及び地球環境保全に関する調査研究等補助事業（補助事業：日本

自転車振興会）として、オーストリア及びその他の西欧諸国、東欧諸国並びに中近

東諸国、北アフリカ諸国の地域を対象として、環境装置等に関する動向調査、各種

情報収集、広報活動等の諸活動を行う。 

  イ．産業機械分野における安全保障貿易管理制度に関する調査 

委員会の下に貿易委員会輸出管理対策 WG を設け、強化しつつある輸出管理規制

について産業機械業界としての課題・問題点の検討を行い、関係機関と連携し、業

界としての適切な対応策を取り纏める。 

  ウ．海外非関税障壁に関する調査 

EU 及び中国等の独自規格・規制等の拡大等について情報収集を行うとともに、業

界としての問題を抽出し、対応策について検討を行う。 

 

（３）海外貿易会議への協力 

経済産業省主催の海外貿易会議（産業機械）の幹事団体として、国内外関連諸機関

と協力しつつ、議案・運営方法等の策定及び会議の円滑な運営等に協力する。 

また、会議開催に向け、産業機械業界が直面する諸問題について情報等の把握に努

める。 

ア．2007（平成 19）年度海外貿易会議（産業機械） 

2007（平成 19）年 9 月 3 日（月）～13 日（木）にロシア・モスクワにおいて開

催し、BRICs の中でも広大な国土と豊富な天然資源を持つことで注目されるロシア

との経済協力のあり方を探る。また周辺諸国の流通の現状等を調査し、貿易関係の

調査及び今後の産業機械業界の戦略を探る。 

  イ．市場開拓等に係る調査 

各国・各地域の市場特性に応じた産業機械の需給動向、主要国との競合状況、投

資状況、規格・規制等に関する情報収集、調査を行う。また、各地経済連携協定の

現状について調査を行う。 

ウ．国際交流活動の強化 

海外関連機関との情報交換、交流等を通じて、相互理解、国際協調の推進・強化

を図る。 

 

（４）関連機関及び団体との協力連携の推進 

ア．各種調査情報を経済産業省、JETRO 等関連機関へ提出し、産業機械産業の貿易の

発展に資する。 

イ．JETRO、日本機械輸出組合等関連団体との協力推進を図る。 
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ウ．海外からの引合・斡旋等の処理を行う。 

 

 

４．編集広報委員会 
産業機械業界の競争力強化に資するため、次の事項を実施し、広く情報提供に努める。 

 
（１）月刊機関誌『産業機械』の発行 

「持続可能な社会を実現する産業機械」を年間テーマに掲げ、会員各社の新技術・

新製品、各種統計、当工業会の情報等を編集し、発行する。 
 
（２）当工業会概要の発行 

各部会及び委員会の協力を得て、2007（平成 19）／2008（平成 20）年版「社団法

人日本産業機械工業会概要」（和文・英文）を取り纏め、発行する。 
 
（３）ホームページの運営及び掲載内容の検討 

会員の紹介、当工業会活動内容及び各種事業の開示を目的に、インターネットのホ

ームページ（http://www.jsim.or.jp/）を運営する。 
 
（４）創立 60 周年記念行事への協力 

2008（平成 20）年に当工業会が創立 60 周年を迎えるに当たり、『60 年のあゆみ』

の発行及びその他記念行事の開催準備に協力する。 
 
 

５．産業機械工業規格等調査委員会 
会員各社における企業活動のグローバル化進展に伴う国際規格への対応の重要度がまし

てきている状況の中で、従来から注力していた JIMS・JIS等の国内規格への対応に加えて、

ISO 等の国際規格に関する対応にもより一層の力を注いでいく。 
 

（１）各部会で行う JIMS の制定・改廃について審議・確認する。 
 
（２）各部会で行う JIS の制定・改廃について確認する。 
 
（３）各部会で行う ISO 関連活動の確認と支援を行う。 
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（４）「環境への対応」と「機械の安全」に関する事項についての検討を行う。 
 
（５）国の新たな基準認証政策や適合性評価制度の普及支援に努める。 
 
（６）社団法人日本機械工業連合会等関連団体の規格・安全化事業等に協力する。 
 
 

６．産業機械工業功績者選考委員会 
当工業会功績者の表彰につき、その候補者を選考するため、１回開催する。 
 
 

７．企業行動協議会 
本協議会は、産業機械工業の健全な発展に資するため、企業行動のあり方について検討

し、その実現を図ることを目的に随時開催する。 
 
 

８．環境委員会 

当委員会は、地球環境保全ならびに産業機械工業における環境対策の推進に寄与するこ

とを目的として活動する。目的の達成の為、委員会ならびにワーキンググループ等を適宜

開催すると共に、委員会の下に小委員会等を組織し、次の事業を実施する。 
・VOC 自主管理 WG 
・環境自主行動計画フォローアップ WG 
・環境活動報告書作成 WG 

 
（１）自主行動計画の推進 

「産業機械工業の環境自主行動計画」の推進に向けフォローアップを継続し、関連す

る情報の提供や、計画の推進に必要な各種活動を企画・立案・実施する。 
 
（２）揮発性有機化合物（VOC）自主管理の推進 

会員企業における VOC の使用・大気排出実績調査を実施するとともに、自主管理計

画のあり方を検討する。 
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（３）LCA（ライフサイクルアセスメント）に関する調査研究 
LCA に関する調査研究活動や他団体との交流を推進する。 

 
（４）環境保全活動に関する情報提供 
   工業会の環境保全活動をまとめた『環境活動報告書』、環境に関する様々な事項を取

り上げる「環境委員会便り」を作成し、会員及び一般に配布する。また、関連法規に

関する動きや各種関連審議会の状況、内外動向の調査研究成果、関係省庁及び関連団

体からの情報等を、適宜、会員に対し提供する。 
 
（５）グランドデザインの改訂 
   「産業機械工業の環境に関するグランドデザイン」の内容を状況に応じて見直し、

適宜改訂をする。 
 
（６）講演会の実施 
   会員企業の環境教育に資するため、講演会を実施する。 
 
（７）関係省庁及び関連団体等への対応 
   関係省庁及び社団法人日本経済団体連合会等の関連団体等を対象とし、環境関連情

報の収集活動を行うとともに、専門的知見に基づく意見提出を適宜行う。また、環境

活動報告書等、当業界での環境保全への取り組みに関する情報も併せて提供する。 
 
（８）その他本委員会の目的を達成するために必要な事項 

産業機械工業の環境保全対策に必要な事業を企画・立案する。また、内容により、

本年度内の実施を検討する。 
 
 

９．創立 60 周年記念事業実行委員会 
当工業会は、1948（昭和 23）年 6 月 17 日に創立され、2008（平成 20）年に創立 60 周

年を迎える。そこで、創立 60 周年記念事業の諸準備を推進する。 
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Ⅳ 調査・統計部門 
 

国内外の経済情報を収集・分析し、速やかに会員に伝達すると共に、当工業会の要望を

取り纏め、行政その他への反映を図るため次の事項を実施する。 
 
（１）産業機械の受注、生産、輸出入についての月報、年報の作成 
 
（２）2008（平成 20）年度「産業機械の受注見通し」（案）の作成への各種協力 
 
（３）産業機械業界関係税制に関する情報の収集及び対策検討への各種協力 
 
（４）産業機械業界関連の法務問題に関する情報の収集及び対策検討への各種協力 
 
（５）産業機械業界としての環境配慮に関する情報の収集及び対策検討への各種協力 
 
（６）経済産業省、内閣府からの各種調査への協力 
 
（７）社団法人日本経済団体連合会、社団法人日本機械工業連合会、社団法人日本鉄鋼連

盟等関連団体との情報交換 
 
（８）報道機関等に対する連絡 
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Ⅴ 関 西 支 部 
 
 本部と常に緊密な連携を保ちつつ、機種別部会・委員会を随時開催し、業界の発展に努

める。また、関西地区における機械工業の有力組織の一つとして、関係省庁及び関連団体

等と連携し、地域社会の発展に貢献する。 
 
１．会 議 
  関西大会（理事会のうち１回）を開催する。 
 
２．部会・委員会 
（１）部 会 

関西地域会員を中心としたボイラ・原動機部会、化学機械部会、環境装置部会、風

水力機械部会、運搬機械部会を適宜開催する。 
 
（２）委員会 
   政策委員会を開催し、支部運営方針等の審議、支部運営の円滑化を図るための方策

等の検討を行う。 
また、関西地区の事業環境等をとりまとめ、本部事業へ反映する。 

   労務委員会を開催し、労務問題等の情報交換を行う。 
 
３．講習会、セミナー、見学会等の開催 
  産業構造の変革に対応した企業経営の参考に資するため、学識経験者等を招き、講習

会、セミナー等の開催、関連業界の見学会等を行う。 
 
４．創立 60 周年記念行事への協力 

2008（平成 20）年に当工業会が創立 60 周年を迎えるに当たり、『60 年のあゆみ』の

発行及びその他記念行事の開催準備に協力する。 
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む す び 
 
 以上の事業計画を積極的に推進し、併せて会員相互の親睦を図り、十分な成果を期待し

たい。また、関係当局との連絡を密にして国内外諸情勢の変化に対応し、わが国経済の中

核産業の一つとして各方面の要請に応えることとしたい。 
 
 
 
 



 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

社団

法人
日 本 産 業 機 械 工 業 会               

 本  部 東 京 都 港 区 芝 公 園 3 丁 目 5 番 8 号                    
 〒105－0011         （機械振興会館４階） 
   電 話  東京（03）3434－６８２１番（代） 

ＦＡＸ  東京（03）3434－４７６７番 
 関西支部 大阪府大阪市北区西天満2丁目6番8号                    
 〒530-0047            （堂ビル 2 階） 
   電 話  大阪（06）6363－２０８０番（代） 

ＦＡＸ  大阪（06）6363－３０８６番 
 


